予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　　款：農林水産業費　　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名: 企業等農業参入支援事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　農政部　農業経営課　就農支援係　電話番号：058-272-1111（内2847）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,270千円（前年度予算額：5,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


農業者の高齢化が進み、担い手が不足する中、平成２１年度に農地法の一部が改正され、企業の農業参入規制が緩和されたことも背景にあり、多様な担い手のひとりとして、企業の役割に期待し、一般企業の農業への参入を支援する。

企業が農業参入するには、農地の確保、農業機械施設の整備、農産物の栽培技術の習得などの各種問題を解決する必要があり、また、参入した後も農業経営の早期安定化に向けた課題がある。

また、参入地域である農村にとっては、企業参入に対する警戒感等があるなどの課題がある。

これらの問題を解決するために、下記内容の事業を実施する。

1 コーディネーターの配置

・企業がいつでも農業への参入を相談できるように、相談窓口を岐阜県農業会議に

設置し、専門知識を持ったスタッフを配置。

2 地域就農支援協議会との連携

・地域段階の支援組織である「地域就農支援協議会」と連携し、農地の確保や農業制度の助言、栽培技術の指導等を行い、企業の農業参入を支援。

3 農業参入アドバイザーの認定

・既に農業参入を果たした企業にアドバイザーをお願いし、これから農業に参入し

ようとする企業に対してアドバイス等を実施。

4 参入企業へのフォローアップ

　・企業参入セミナーの開催、企業巡回相談及び参入企業と参入希望企業で構成する「岐阜県農業参入法人連絡協議会」への支援等を行うことで、企業の農業参入の促進と参入済み企業の早期経営安定化を支援。
　・県、市町村及び参入企業の３者協定により、企業の農業参入促進を図るととも
に、地域農業の振興を支援。
新⑤企業ニーズと地域ニーズのマッチング支援

・企業ニーズ把握のために県内以外の企業を対象とする個別相談等キャラバンの実
施や、地域側の耕作放棄地等の農地情報の整理等を通じて、地域と参入希望企業のマッチングを実施。
	２　所要経費


◆企業等農業参入支援事業交付金　　4,370千円

①相談窓口設置費（コーディネーター人件費）　　3,419,000円

②コーディネーター活動費（セミナー開催含む）　  951,000円

※企業等農業参入支援事業交付金は相談窓口を設置する岐阜県農業会議に交付

◆県指導費　　　900千円

③農業参入アドバイザー活動費　196,000円

④企業の農業参入推進活動費　　704,000円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	5,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,500

	要求額
	5,270
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,270

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　農業従事者の高齢化や農業の担い手の減少により、本県農業の担い手の育成・確保が緊急の課題となる中、平成２１年度の農地制度の規制緩和を契機に、新たな担い手のひとりとして企業を位置づけ、農業参入支援を進め、平成２７年度までに５４社の企業参入を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	企業の農業参入件数

	１８
（H21）
	４２
（H22）
	（H  ）
	５０
（H23）
	５４
（H27）
	92.5％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
①岐阜県農業会議内に県段階での相談窓口の開設及びコーディネーターの設置
　第１四半期（４月～６月）の相談件数　１３件
　  第２四半期（７月～９月）の相談件数　　８件
　②岐阜県農業参入法人連絡協議会設立総会、研修会の開催
　　平成２４年８月２日（木）　ホテルパーク（岐阜市）で開催

　　参入企業、参入希望企業、関係団体等　１７１名参加

　　９月２５日現在、協議会会員は、参入企業２５社、参入希望企業３１社、協力会

員２５社の合計８１社で構成

　③企業の農業参入意向等の把握活動

　　農業参入希望企業への巡回相談活動、農業参入企業への巡回調査　５社

　

　④新規就農相談会（アグリ・チャレンジフェア）への企業参入相談ブースの設置

　　２回（岐阜市・可児市）

　

今後予定：地域別農業参入セミナーの開催（県下３会場）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
①相談窓口の設置

相談窓口を設置し、専門の職員を配置することで、企業参入を促進することが見込まれる。

②岐阜県農業参入法人連絡協議会の設立

　　農業参入を希望する企業が既に参入済みの企業との情報共有等を図ることで、企

業参入の推進を図ることができる。また、会員相互の連携・情報交換により、農

業参入後の企業にとっても、経営面でのメリットがある。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	農業の担い手が減少し、耕作放棄地が拡大する中、多様な担い手のひとりとして、企業を位置づけ支援することで、耕作放棄地の解消等、農地を守ることにも寄与しており、県の関与は妥当である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成２７年度目標の参入企業５４社に対して、平成２３年度で達成率が90％を超え、着実に企業数が伸びており、事業の成果はあがっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	岐阜県農業参入法人連絡協議会を設立したことで、会員間の情報交換、連携が図られ、効率的に支援を実施することが可能となった。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
企業が農業参入するには、農地の確保、農業機械施設の整備、農業技術の習得などの課題を解決する必要がある。また、農業参入した後も農業経営の早期安定化を図る必要がある。

　また、企業が参入する地域である農村にとっては、企業参入に対する警戒感等があるなどの課題がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
農業参入を希望する企業に対する支援を充実することで、企業参入を促進していく必要があるため、継続して事業に取り組む。

　なお、参入地域である農村側のニーズと企業のニーズをマッチングさせるための支援を実施することで、円滑な企業参入を支援していく。




